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住宅の耐震改修補助金の交付 増加

成果 上げる

補助制度の周知を行い、補助事業実施件数の増加を目指す。

成果指標と目標値
を設定した理由

建築物の構造体に係る耐震性能向上を図ることで、安全性が向上し、市民が安心して暮らせる
住環境が整備できるため。

令和３年度の
実施方針

効率的に実施 活動量 維持する コスト 下げる

成果 13 件 4 件 －
住宅耐震診断士の派遣 増加

目標

成果 1 件 1 件 －

目標 3 件 6

20 件 20 件 20 件

件 5 件

総事業費　Ａ＋Ｂ 円 5,189,840 11,006,900 11,067,520

市民１人当たりコスト 円 122 260

人件費　Ｂ 円 3,349,840 3,040,900 4,589,520

263

成果指標　アウトカム 方向 令和元年度 令和２年度 令和３年度

イ
ン
プ
ッ

ト

事
務
事
業
コ
ス
ト R２は予算額 一般財源 円 460,000 2,058,000 1,620,000

市債 円

その他特定財源 円

正規職員数 人 0.52 0.47 0.52

県支出金 円 460,000 2,019,000 1,619,000

決算（見込）額　Ａ 円 1,840,000 7,966,000 －

財源内訳

国庫支出金 円 920,000 3,889,000

補正・流用等 円 －

合計 円 4,268,000 7,966,000

3,239,000

項　　目 単位 令和元年度 令和２年度

耐震改修補助事業などの広報 随時

令和３年度

対象（誰のために) 意図（どのような状態にしたいのか）

市内の住宅等所有者 地震に対する建築物の安全性の向上を図る。

現状・課題

予算額

当初予算 円 4,268,000 7,966,000 6,478,000

6,478,000

耐震診断業務の委託及び、耐震改修工事に対する補助金の交付を毎年度継続的に行っている。

市が行う理由
及びその根拠

任意的自治事務
中野市耐震診断事業実施要綱
中野市耐震改修事業補助金交付要綱

事務事業概要 耐震診断業務の委託および、耐震改修事業の補助金を交付する。

令和３年度
の活動指標
アウトプット

活動内容 活動量

住宅の耐震診断新申請手続および耐震診断委託 20件

耐震改修事業に対する補助金交付 5件

予算
体系

会計 一般会計 実施計画

款 ８款 土木費 未計上

項 ４項

目指す姿

目 ５目 建築景観費 平成18年度

政策 06 身近な生活基盤の充実 係 建築住宅係
総合
計画
体系

基本政策 5 安心・安全な住みよいまちづくり 課・室 都市計画課

施策 04 良好な住環境の整備 内線電話 273・358

都市計画費 実施期間

事務事業名 住宅耐震化促進事業
目標設定日 令和3年3月1日

部・局

事務事業マネジメントシート（令和３年度目標設定） 事務事業№ 060207

建設水道部



耐震改修補助事業などの広報

活動内容 ４月 ５月 ６月

耐震改修事業に対する補助金交付

令和３年度　業務スケジュール

１月 ２月 ３月

耐震診断業務委託の発注

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

建設水道部

課・室 都市計画課

係 建築住宅係

事務事業名 住宅耐震化促進事業

部・局

申請、受付（随時）

随時、相談受付

耐震診断の申し込み状況により業務発注

広報なかの、HPなどで周知


